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 令和８年奈良市議会９月定例会において成立した次に掲げる予算の要領を地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２１９条第２項の規定により別紙のとおり公表する。 

 

 令和８年１０月１日 

 

    奈良市長  仲 川 元 庸     

 

１ 令和８年度奈良市一般会計補正予算（第３号） 

２ 令和８年度奈良市一般会計補正予算（第４号） 
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５ 令和８年度奈良市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 



令和８年度奈良市一般会計
補正予算（第３号） 　　　

　令和８年度奈良市の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１，１８４，５４８千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１９５，６４７，３５２千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　（債務負担行為の補正）

第２条　債務負担行為の追加は、「第２表　債務負担行為補正」による。

　（地方債の補正）

第３条　地方債の変更は、「第３表　地方債補正」による。

　



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

15．国 庫 支 出 金 38,456,466 9,830 38,466,296

３．国 庫 委 託 金 139,242 1,500 140,742

４．国 庫 交 付 金 9,455,078 8,330 9,463,408

19．繰 入 金 4,794,942 46,091 4,841,033

１．特別会計繰入金 280,474 9,622 290,096

２．基 金 繰 入 金 4,514,468 36,469 4,550,937

20．繰 越 金 346,707 810,127 1,156,834

１．繰 越 金 346,707 810,127 1,156,834

22．市 債 30,772,300 318,500 31,090,800

１．市 債 30,772,300 318,500 31,090,800

歳　　　入　　　合　　　計 194,462,804 1,184,548 195,647,352

千円 千円 千円

款 項 補正前の額 補　正　額 計

２．総 務 費 20,661,690 153,601 20,815,291

１．総 務 管 理 費 14,300,110 153,601 14,453,711

３．民 生 費 82,725,745 683,371 83,409,116

１．社 会 福 祉 費 38,499,172 341,401 38,840,573

２．児 童 福 祉 費 30,269,349 257,928 30,527,277

３．生 活 保 護 費 13,852,664 82,542 13,935,206

４．国民年金事務費 104,560 1,500 106,060

千円 千円 千円



款 項 補正前の額 補　正　額 計

４．衛 生 費 23,570,967 50,076 23,621,043

１．保 健 衛 生 費 4,562,433 37,136 4,599,569

２．保 健 所 費 817,393 12,940 830,333

９．土 木 費 15,352,473 150,000 15,502,473

２．道 路 橋 梁 費 7,412,209 150,000 7,562,209

10．消 防 費 6,082,238 4,500 6,086,738

１．消 防 費 6,082,238 4,500 6,086,738

11．教 育 費 20,674,898 68,000 20,742,898

２．小 学 校 費 6,079,517 38,000 6,117,517

３．中 学 校 費 3,279,684 30,000 3,309,684

12． 災 害 復 旧 費 62,000 75,000 137,000

２．土 木 施 設
災 害 復 旧 費 30,000 75,000 105,000

歳　　　出　　　合　　　計 194,462,804 1,184,548 195,647,352

千円 千円 千円

第２表　債務負担行為補正

　１．追加分

事　　　　　　　　項 期　　　間 限　　　度　　　額

あ や め 新 橋 架 替 工 事 令和８年度から
令和10年度まで 640,000 

佐 保 小 学 校 校 舎 建 設 事 業 令和８年度から
令和９年度まで 708,842 

千円



第３表　地方債補正

　１．変更分

起　債　の　目　的
限　　　　　度　　　　　額

補　　正　　前 補　　正　　後

庁 舎 等 施 設 整 備 事 業 589,200 673,700

ス ポ ー ツ 施 設 整 備 事 業 734,900 739,400

道 路 事 業 4,630,900 4,780,900

消 防 施 設 整 備 事 業 1,248,100 1,252,600

災 害 復 旧 事 業 46,000 121,000

計 30,772,300 31,090,800

千円 千円



令和８年度奈良市国民健康保険
特別会計補正予算（第１号） 　

　令和８年度奈良市の国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところに

よる。

　（歳入歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１２，８６６千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ３４，１８２，８６６千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　（注）�「第６款　諸収入」、「第７款　市債」を「第７款　諸収入」、「第８款　市債」に

改める。

款 項 補正前の額 補　正　額 計

６．繰 越 金 ― 12,866 12,866

１．繰 越 金 ― 12,866 12,866

歳　　入　　合　　計 34,170,000 12,866 34,182,866

千円 千円 千円

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

７．諸 支 出 金 153,750 12,866 166,616

１．�還 付 及 び�
還 付 加 算 金 33,750 12,866 46,616

歳　　出　　合　　計 34,170,000 12,866 34,182,866

千円 千円 千円



令和８年度奈良市介護保険　
特別会計補正予算（第１号）

　令和８年度奈良市の介護保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ２３５，５５８千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ４０，２３５，５５８千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　　



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　（注）　「第７款　諸収入」を「第８款　諸収入」に改める。

款 項 補正前の額 補　正　額 計

７．繰 越 金 ― 235,558 235,558

１．繰 越 金 ― 235,558 235,558

歳　　入　　合　　計 40,000,000 235,558 40,235,558

千円 千円 千円

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

６．諸 支 出 金 176,434 235,558 411,992

１．�償 還 金 及 び還 付 加 算 金 27,249 225,936 253,185

２．繰 出 金 149,185 9,622 158,807

歳　　出　　合　　計 40,000,000 235,558 40,235,558

千円 千円 千円



令和８年度奈良市後期高齢者医療
特別会計補正予算（第１号） 　　

　令和８年度奈良市の後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところ

による。

　（歳入歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ３８１千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ１０，４１２，３８１千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　　



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

４．繰 越 金 29,891 381 30,272

１．繰 越 金 29,891 381 30,272

歳　　入　　合　　計 10,412,000 381 10,412,381

千円 千円 千円

款 項 補正前の額 補　正　額 計

３．諸 支 出 金 ― 381 381

１．�償 還 金 及 び還 付 加 算 金 ― 381 381

歳　　出　　合　　計 10,412,000 381 10,412,381

千円 千円 千円



令和８年度奈良市一般会計 

補正予算（第４号） 

 

 令和８年度奈良市の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ９３，５００千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ１９５，７４０，８５２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

 



第１表　歳入歳出予算補正 　

　歳　入

千円 千円 千円

　

　　
　歳　出

千円 千円 千円

第２表　地方債補正

　  １．変更分

千円 千円

計 31,090,800 31,184,300

限 度 額
起 債 の 目 的

補　　正　　前 補　　正　　後

清 掃 施 設 整 備 事 業 10,911,500 11,005,000

93,500

計

23,621,043 93,500

　補　正　額　

195,740,852

補正前の額

． 市 債

１ ． 市 債 31,090,800 93,500 31,184,300

31,090,800 31,184,30093,500

歳　　　出　　　合　　　計

款

195,647,352 195,740,85293,500

23,714,543

計　補　正　額　補正前の額項款

． 清 掃 費 17,957,866 93,500 18,051,366

項

４ ． 衛 生 費

３

歳　　　入　　　合　　　計 195,647,352

22



奈良市告示第 486号 

 

 令和８年奈良市議会９月定例会において認定に付された次に掲げる奈良市歳入歳出決算及び奈良市公営企業決

算の要領を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第６項及び地方公営企業法（昭和２７年法律第２９

２号）第３０条第７項の規定により、別紙のとおり公表する。 

 

 令和８年１０月１日 

 

    奈良市長  仲 川 元 庸     

 

１  令和７年度奈良市一般会計歳入歳出決算                    不認定 

２  令和７年度奈良市国民健康保険特別会計歳入歳出決算               認定 

３  令和７年度奈良市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算             認定 

４  令和７年度奈良市介護保険特別会計歳入歳出決算                 認定 

５  令和７年度奈良市母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計歳入歳出決算        認定 

６  令和７年度奈良市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算              認定 

７  令和７年度奈良市サマルカンド交流事業特別会計歳入歳出決算           認定 

８  令和７年度奈良市病院事業会計決算                       認定 

９  令和７年度奈良市水道事業会計決算                       認定 

１０ 令和７年度奈良市下水道事業会計決算                      認定 

 









































































(
1
)
収

益
的

収
入

及
び

支
出

円
円

円
円

円
円

円

9
0
7
,
1
3
2
,
0
0
0

8
,
4
5
3
,
0
0
0

0
0

9
1
5
,
5
8
5
,
0
0
0

0
0

7
2
3
,
0
8
0
,
0
0
0

8
,
4
5
3
,
0
0
0

0
1
2
,
6
7
9
,
0
0
0

7
4
4
,
2
1
2
,
0
0
0

0
0

9
,
0
1
6
,
0
0
0

0
0

1
4
,
0
0
0

9
,
0
3
0
,
0
0
0

0
0

1
7
2
,
4
8
6
,
0
0
0

0
0

△
 
1
2
,
6
9
3
,
0
0
0

1
5
9
,
7
9
3
,
0
0
0

0
0

1
,
0
5
0
,
0
0
0

0
0

0
1
,
0
5
0
,
0
0
0

0
0

1
,
5
0
0
,
0
0
0

0
0

0
1
,
5
0
0
,
0
0
0

0
0

　
　

※
消

費
税

の
納

入
義

務
が

免
除

さ
れ

て
い

ま
す

。

1
,
5
0
0
,
0
0
0

0

備
　

考

収
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
入

支
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
出

4
4
,
2
5
6
,
6
3
5

4
1
6

1
,
5
0
0
,
0
0
0

0

0

決
　

算
　

額

地
方

公
営

企
業

法
第

2
6
条

第
2
項

の
規

定
に

よ
る

繰
越

額

8
7
1
,
3
2
8
,
3
6
5

7
3
1
,
8
0
0
,
4
7
6

不
 
 
用

 
 
額

5
8
,
6
2
5
,
0
0
0

6
2
2
,
4
6
2
,
0
0
0

8
,
4
5
3
,
0
0
0

0
6
3
0
,
9
1
5
,
0
0
0

円

備
　

 
 
 
 
考

予
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

算
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

額

当
 
初

 
予

 
算

 
額

 
補

 
正

 
予

 
算

 
額

合
　

　
　

　
計

予
算

額
に

比
べ

決
算

額
の

増
減

円
円

円

区
　

　
　

分

8
7
2
,
5
9
2
,
0
0
0

5
8
,
6
2
5
,
0
0
0

決
　

算
　

額

8
,
4
5
3
,
0
0
0

円
円

0

地
方

公
営

企
業

法
第

2
4

条
第

3
項

の
規

定
に

よ
る

支
出

額
に

係
る

財
源

充
当

額

　
第

４
項

　
特

別
利

益
1
0
,
5
0
0
,
0
0
0

補
 
 
正

予
算

額

円

合
　

　
　

計

1
0
,
5
4
8
,
6
6
4

小
　

　
　

計

地
方

公
営

企
業

法
第

2
6

条
第

2
項

の
規

定
に

よ
る

繰
越

額

円
円

8
6
4
,
1
3
9
,
0
0
0

0

7
4
4
,
2
1
2
,
0
0
0

地
方

公
営

企
業

法
第

2
4
条

第
3
項

の
規

定
に

よ
る

支
出

額

流
 
 
用

増
減

額

0

予
 
備

 
費

支
 
出

 
額

予
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

算
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

額

当
 
 
初

予
算

額

0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
 
 
 
令

　
和

　
７

　
年

　
度

　
 
奈

 
良

 
市

 
病

 
院

 
事

 
業

 
決

 
算

 
報

 
告

 
書

　
　

△
 
4
1
,
8
9
6
,
5
9
3

△
 
2
8
2
,
0
0
0

4
8
,
6
6
4

1
0
,
5
0
0
,
0
0
0

8
3
0
,
6
9
5
,
4
0
7

5
8
,
3
4
3
,
0
0
0

0

第
１

款
　

病
院

事
業

収
益

　
第

１
項

　
医

業
収

益

　
第

２
項

　
医

業
外

収
益

0

6
3
2
,
6
1
0
,
6
7
4

1
,
6
9
5
,
6
7
4

0
1
,
0
5
0
,
0
0
0

1
,
4
7
7
,
2
0
7

△
 
4
2
7
,
2
0
7

9
,
0
3
0
,
0
0
0

0

△
 
4
3
,
3
5
8
,
9
3
1

1
2
,
4
1
1
,
5
2
4

　
第

３
項

　
看
護
師
養
成
事
業

収
益

1
7
2
,
5
5
2
,
0
0
0

0
0

1
7
2
,
5
5
2
,
0
0
0

1
2
9
,
1
9
3
,
0
6
9

第
１

款
　

病
院

事
業

費
用

0
1
5
9
,
7
9
3
,
0
0
0

1
2
9
,
0
2
1
,
0
9
8

3
0
,
7
7
1
,
9
0
2

円

9
,
0
2
9
,
5
8
4

9
1
5
,
5
8
5
,
0
0
0

区
　

　
　

分

　
第

５
項

　
 
予

備
費

　
第

４
項

　
 
特

別
損

失

　
第

３
項

　
 
看
護
師
養
成

事
業

費
用

　
第

２
項

　
 
医

業
外

費
用

　
第

１
項

　
 
医

業
費

用



(
2
)
資

本
的

収
入

及
び

支
出

円
円

0
0

0
0

0
0

円
円

円
円

円
円

0
0

0
0

0
7
5
,
4
2
8

0
0

0
0

0
4
0
0

0
0

0
0

0
7
5
,
0
2
8

1
,
7
5
6
,
0
0
0

第
１

款
　

 
資

本
的

支
出

円

1
8
0
,
9
4
7
,
0
0
0

予
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

算
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

額

補
　

正
予

算
額

　
第

１
項

　
建

設
改

良
費

1
8
0
,
9
4
7
,
0
0
0

　
第

２
項

　
負

　
担

　
金

　
0

区
　

　
　

　
　

分
合

　
　

計
当

　
初

予
算

額

　
第

１
項

　
補

　
助

　
金

　

決
 
 
算

 
 
額

1
7
9
,
1
9
1
,
0
0
0

△
 
7
5
,
4
2
8

円

小
　

　
計

地
方

公
営

企
業

法
第

2
6

条
の

規
定

に
よ

る
繰

越
額

継
続

費
逓

次
繰

越
額

支
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
出

備
　

　
考

1
,
7
5
6
,
0
0
0

△
 
4
0
0

1
,
7
5
6
,
0
0
0

1
,
7
5
6
,
0
0
0

1
8
0
,
8
7
1
,
5
7
2

予
算

額
に

比
べ

決
算

額
の

増
減

地
方

公
営

企
業

法
第

2
6
条

の
規

定
に

よ
る

繰
越

額
に

係
る

財
源

充
当

額

円

1
7
9
,
1
1
5
,
9
7
2

円

合
　

　
計

1
,
7
5
6
,
0
0
0

0
1
,
7
5
5
,
6
0
0

1
7
9
,
1
1
5
,
9
7
2

1
,
7
5
5
,
6
0
0

1
7
9
,
1
9
1
,
0
0
0

0
1
7
9
,
1
9
1
,
0
0
0

1
7
9
,
1
9
1
,
0
0
0

円

0
1
8
0
,
9
4
7
,
0
0
0

0
　

第
２

項
　

企
業

債
償

還
金

円

小
　

　
計

0

備
 
 
考

翌
　

年
　

度
　

繰
　

越
　

額

1
7
9
,
1
9
1
,
0
0
0

1
7
9
,
1
9
1
,
0
0
0

0

継
続

費
逓

次
繰

越
額

円

1
,
7
5
6
,
0
0
0

0

不
 
 
用

 
 
額

流
　

用
増

減
額

　
 
合

　
　

計
　

地
方

公
営

企
業

法
第

2
6
条

の
規

定
に

よ
る

繰
越

額

0
1
8
0
,
9
4
7
,
0
0
0

1
8
0
,
9
4
7
,
0
0
0

1
8
0
,
8
7
1
,
5
7
2

1
8
0
,
9
4
7
,
0
0
0

当
 
 
初

予
算

額

区
　

　
　

　
　

　
分

△
 
7
5
,
0
2
8

第
１

款
　

 
資

本
的

収
入

継
続

費
逓

次
繰

越
額

に
係

る
財

源
充

当
額

　
※

消
費

税
の

納
入

義
務

が
免

除
さ

れ
て

い
ま

す
。

決
　

算
　

額

収
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
入

円
円

円
円

予
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

算
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

額

円

補
 
 
正

予
算

額



6
2
1
,
4
7
6
,
9
4
1
円
)

3
1
,
9
4
7
,
8
3
3
円
)

1
4
,
3
4
6
円
)

3
6
9
,
7
7
7
,
6
9
6
円
)

3
0
8
,
6
9
4
円
)

消
費
税

(
　
　
〃

(
　
　
〃

消
費
税

(
　
　
〃

円

2
5
3
,
7
0
8
,
2
6
5

△
 
7
0
4
,
7
5
6
,
7
9
1

9
5
3
,
7
5
0
,
8
9
3

4
,
7
1
4
,
1
6
3

円

4
2
5
,
9
5
0
,
6
2
1

3
6
8
,
7
4
9
,
7
4
4

4
4
,
4
3
5
,
7
1
6

2
,
7
6
5
,
1
6
1

1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

円

0 0 0 0 0

円

8
,
7
8
3
,
2
7
1
,
3
7
9

8
,
4
5
7
,
3
4
2
,
2
5
6

3
2
2
,
2
9
4
,
2
8
4

3
,
6
3
4
,
8
3
9 0

合
計

円

9
,
3
0
5
,
0
0
0
,
0
0
0

7
,
5
5
6
,
4
0
6
,
0
0
0

1
,
7
4
8
,
5
5
6
,
0
0
0

3
8
,
0
0
0

合
計

円

9
,
2
0
9
,
2
2
2
,
0
0
0

8
,
8
2
6
,
0
9
2
,
0
0
0

3
6
6
,
7
3
0
,
0
0
0

6
,
4
0
0
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

地
方

公
営

企
業

法
第

2
6
条

第
２

項
の

規
定

に
よ

る
繰

越
額 円

0 0 0 0 0

小
計

円

9
,
2
0
9
,
2
2
2
,
0
0
0

8
,
8
2
6
,
0
9
2
,
0
0
0

3
6
6
,
7
3
0
,
0
0
0

6
,
4
0
0
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

地
方

公
営

企
業

法
第

2
4
条

第
３

項
の

規
定

に
よ

る
支

出
額 円

0 0 0 0 0

流
用

増
減

額

円

0 0 0 0 0

予 備 費 支 出 額 円

0 0 0 0 0

補
正

予
算

額 円

3
9
,
2
2
2
,
0
0
0

3
9
,
2
2
2
,
0
0
0 0 0 0

当
初

予
算

額

円

9
,
1
7
0
,
0
0
0
,
0
0
0

8
,
7
8
6
,
8
7
0
,
0
0
0

3
6
6
,
7
3
0
,
0
0
0

6
,
4
0
0
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

営
業

収
益

営
業

外
収

益

特
別

利
益

営
業

費
用

営
業

外
費

用

特
別

損
失

予
備

費

第
１

項

第
２

項

第
３

項

第
１

項

第
２

項

第
３

項

第
４

項

１
　
令
和
７
年
度
　
奈
良
市
水
道
事
業
決
算
報
告
書

備
考

(
う
ち
、
仮
受
消
費
税
及
び
地
方

備
考

(
う
ち
、
仮
払
消
費
税
及
び
地
方

予
算

額
に

比
べ

決
算

額
の

増
減

不
用

額

決
算

額

円

9
,
5
5
8
,
7
0
8
,
2
6
5

6
,
8
5
1
,
6
4
9
,
2
0
9

2
,
7
0
2
,
3
0
6
,
8
9
3

4
,
7
5
2
,
1
6
3

地
方

公
営

企
業

法
第

2
6
条

第
２

項
の

規
定

に
よ

る

繰
越

額

決
算

額

0

補
正

予
算

額

円

0 0 0

0 0

(
1
)
収

益
的

収
入

予
算
及
び
収
益
的
支
出
予
算

当
初

予
算

額

円

9
,
3
0
5
,
0
0
0
,
0
0
0

　
収
　
　
　
入

7
,
5
5
6
,
4
0
6
,
0
0
0

予
算

額

水
道

事
業

費
用

第
１

款

第
１

款

3
8
,
0
0
0

区
　

　
　

　
　

分

水
道

事
業

収
益

　
支
　
　
　
出

区
　

　
　

　
　

　
分

1
,
7
4
8
,
5
5
6
,
0
0
0

予
算

額

地
方

公
営

企
業

法
第

2
4

条
第

３
項

の
規

定
に

よ
る

支
出

額
に

係
る

財
源

充
当

額 円

0

0



5
1
8
,
6
0
0
円
)

2
4
,
0
5
7
,
7
0
0
円
)

2
0
0
,
9
4
1
,
8
6
5
円
)

8
8
8
,
8
0
0
円
)

消
費
税

(
　
　
〃

消
費
税

(
　
　
〃

円

△
 
6
4
8
,
3
7
5
,
7
3
1

△
 
6
2
0
,
8
0
0
,
0
0
0

△
 
2
7
,
2
0
5
,
4
3
1

△
 
3
7
0
,
3
0
0

円

5
4
9
,
9
8
4
,
2
8
2

5
0
9
,
7
9
0
,
9
2
5

1
0
,
2
3
7
,
3
9
0

1
,
2
7
4
,
6
0
3

1
8
,
6
8
1
,
3
6
4 0

1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
9
0
,
7
8
9
,
5
6
9

合
計

円

1
,
2
2
3
,
3
9
7
,
0
0
0

1
,
2
2
3
,
3
9
7
,
0
0
0 0 0 0 0 0

継
続

費
逓

次
繰

越
額 円

3
0
7
,
0
2
1
,
0
0
0

3
0
7
,
0
2
1
,
0
0
0 0 0 0 0 0

2
1
7
,
9
9
5
,
0
0
0

地
方

公
営

企
業

法
第

2
6

条
の

規
定

に
よ

る
繰

越
額 円

9
1
6
,
3
7
6
,
0
0
0

9
1
6
,
3
7
6
,
0
0
0 0 0 0 0 0

円

3
,
8
4
7
,
7
6
0
,
7
1
8

2
,
4
2
9
,
2
6
5
,
0
7
5

1
5
,
0
6
5
,
6
1
0

9
9
8
,
5
3
2
,
3
9
7

4
,
8
9
7
,
6
3
6

4
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0 0

継
続

費
逓

次
繰

越
額

に
係

る
財

源
充

当
額 円

0 0 0 0

合
計

円

5
,
6
2
1
,
1
4
2
,
0
0
0

4
,
1
6
2
,
4
5
3
,
0
0
0

2
5
,
3
0
3
,
0
0
0

9
9
9
,
8
0
7
,
0
0
0

2
3
,
5
7
9
,
0
0
0

4
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

継
続

費
逓

次
繰

越
額 円

2
1
2
,
6
4
1
,
0
0
0

2
1
2
,
6
4
1
,
0
0
0 0 0 0 0 0

地
方

公
営

企
業

法
第

2
6

条
の

規
定

に
よ

る
繰

越
額 円

9
4
2
,
5
5
7
,
0
0
0

9
4
2
,
5
5
7
,
0
0
0 0 0 0 0 0

円

1
,
1
5
6
,
0
0
0
,
0
0
0

6
7
3
,
0
0
0
,
0
0
0

2
1
7
,
9
9
5
,
0
0
0

2
6
5
,
0
0
5
,
0
0
0

小
計

円

4
,
4
6
5
,
9
4
4
,
0
0
0

3
,
0
0
7
,
2
5
5
,
0
0
0

2
5
,
3
0
3
,
0
0
0

9
9
9
,
8
0
7
,
0
0
0

2
3
,
5
7
9
,
0
0
0

4
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

流
用

増
減

額 円

0 0 0 0 0 0 0

予 備 費 支 出 額 円

0 0 0 0 0 0 0

補
正

予
算

額 円

△
 
5
4
,
0
5
6
,
0
0
0

△
 
5
4
,
0
5
6
,
0
0
0 0 0 0 0 0

当
初

予
算

額 円

1
,
1
5
6
,
0
0
0
,
0
0
0

6
7
3
,
0
0
0
,
0
0
0

2
1
7
,
9
9
5
,
0
0
0

2
6
5
,
0
0
5
,
0
0
0

当
初

予
算

額 円

4
,
5
2
0
,
0
0
0
,
0
0
0

3
,
0
6
1
,
3
1
1
,
0
0
0

2
5
,
3
0
3
,
0
0
0

9
9
9
,
8
0
7
,
0
0
0

2
3
,
5
7
9
,
0
0
0

4
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

企
業

債

負
担

金

分
担

金

建
設

改
良

費

固
定

資
産

取
得

費

企
業

債
償

還
金

補
助

金
返

還
金

投
資

予
備

費

第
１
項

第
２
項

第
３
項

第
１
項

第
２
項

第
３
項

第
４
項

第
５
項

第
６
項

第
１
款

第
１
款

(
2
)
資
本
的
収
入
予
算
及
び
資
本
的
支
出
予
算

　
収
　
　
　
入

区
　
　
　
　
　

分

資
本

的
収

入

　
支
　
　
　
出

区
　
　
　
　
　
　

分

0 00予
算

額

合
計

円

1
,
4
4
1
,
5
0
0
,
0
0
0

9
5
8
,
5
0
0
,
0
0
0

地
方

公
営

企
業

法
第

2
6
条

の
規

定
に

よ
る

繰
越

額
に

係
る

財
源

充
当

額 円

2
8
5
,
5
0
0
,
0
0
0

2
8
5
,
5
0
0
,
0
0
0

小
計

補
正

予
算

額

円

0

備
考

(
う
ち
、
仮
払
消
費
税
及
び
地
方

0 0
2
6
5
,
0
0
5
,
0
0
0

資
本
的
収
入
額
が
資
本
的
支
出
額
に
不
足
す
る
額
3
,
0
5
4
,
6
3
6
,
4
4
9
円
は
、
当
年
度
分
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
資
本
的
収
支
調
整
額
1
6
8
,
1
6
7
,
1
7
9
円
、
繰
越
工
事
資
金
2
4
,
4
1
4
,
9
0
0
円
、
減
債
積
立
金
8
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0
円
、
水
道
老
朽
施
設
更
新
積
立
金
1
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0
円
及
び
過
年
度
分
損
益
勘
定
留
保
資

金
1
,
0
6
2
,
0
5
4
,
3
7
0
円
で
補
塡
し
た
。

翌
　
年
　
度
　
繰
　
越
　
額

決
算

額

予
算

額

資
本

的
支

出

予
算

額
に

比
べ

決
算

額
の

増
減

不
用

額

決
算

額

円

7
9
3
,
1
2
4
,
2
6
9

3
3
7
,
7
0
0
,
0
0
0

2
6
4
,
6
3
4
,
7
0
0

備
考

 
(
う
ち
、
仮
受
消
費
税
及
び
地
方



4
8
5
,
4
9
4
,
2
7
1
円
)

2
,
6
4
7
円
)

1
5
,
6
5
8
円
)

3
1
5
,
7
0
3
,
3
6
1
円
)

1
5
1
,
2
4
8
円
)

消
費
税

(
　
　
〃

(
　
　
〃

消
費
税

(
　
　
〃

円

△
 
5
,
9
4
0
,
3
8
7

2
7
,
4
7
5
,
8
3
2

△
 
3
4
,
6
2
0
,
3
2
1

1
,
2
0
4
,
1
0
2

円

3
4
2
,
6
2
4
,
2
1
4

2
0
2
,
4
6
1
,
5
0
4

1
3
3
,
2
4
7
,
3
8
3

1
,
9
1
5
,
3
2
7

5
,
0
0
0
,
0
0
0

円

0 0 0 0 0

円

7
,
9
6
4
,
9
4
4
,
7
8
6

7
,
6
8
8
,
9
7
3
,
4
9
6

2
7
3
,
3
1
3
,
6
1
7

2
,
6
5
7
,
6
7
3 0

合
計

円

8
,
3
0
7
,
5
6
9
,
0
0
0

7
,
8
9
1
,
4
3
5
,
0
0
0

4
0
6
,
5
6
1
,
0
0
0

4
,
5
7
3
,
0
0
0

5
,
0
0
0
,
0
0
0

地
方
公
営

企
業
法
第

2
6
条
第
２
項

の
規
定
に

よ
る
繰
越
額 円

0 0 0 0 0

小
計

円

8
,
3
0
7
,
5
6
9
,
0
0
0

7
,
8
9
1
,
4
3
5
,
0
0
0

4
0
6
,
5
6
1
,
0
0
0

4
,
5
7
3
,
0
0
0

5
,
0
0
0
,
0
0
0

地
方
公
営

企
業
法
第

2
4
条
第
３
項

の
規
定
に

よ
る
支
出
額 円

0 0 0 0 0

流
用
増
減
額

円

0

△
 
9
9
4
,
0
0
0 0

9
9
4
,
0
0
0 0

予 備 費 支 出 額 円

0 0 0 0 0

補
正
予
算
額 円

△
 
1
4
,
4
3
1
,
0
0
0

△
 
1
4
,
4
3
1
,
0
0
0 0 0 0

当
初
予
算
額

円

8
,
3
2
2
,
0
0
0
,
0
0
0

7
,
9
0
6
,
8
6
0
,
0
0
0

4
0
6
,
5
6
1
,
0
0
0

3
,
5
7
9
,
0
0
0

5
,
0
0
0
,
0
0
0

営
業
収
益

営
業
外
収
益

特
別
利
益

営
業
費
用

営
業
外
費
用

特
別
損
失

予
備

費

第
１
項

第
２
項

第
３
項

第
１
項

第
２
項

第
３
項

第
４
項

１
　
令
和
７
年
度
　
奈
良
市
下
水
道
事
業
決
算
報
告
書

0 0 0 0

8
,
6
4
3
,
0
0
0
,
0
0
0

5
,
7
5
4
,
1
9
9
,
0
0
0

2
,
8
8
8
,
7
6
9
,
0
0
0

3
2
,
0
0
0

2
,
8
8
8
,
7
6
9
,
0
0
0

3
2
,
0
0
0

0
下
水
道
事
業
収
益

0

(
う
ち
、
仮
受
消
費
税
及
び
地
方

5
,
7
5
4
,
1
9
9
,
0
0
0

(
う
ち
、
仮
払
消
費
税
及
び
地
方

円
円

備
考

予
算
額
に
比
べ

決
算
額
の
増
減

決
算

額

円

8
,
6
3
7
,
0
5
9
,
6
1
3

5
,
7
8
1
,
6
7
4
,
8
3
2

2
,
8
5
4
,
1
4
8
,
6
7
9

1
,
2
3
6
,
1
0
2

8
,
6
4
3
,
0
0
0
,
0
0
0

0 0

備
考

不
用

額

地
方
公
営

企
業
法
第

2
6
条
第
２

項
の
規
定

に
よ

る

繰
越

額

円

補
正
予
算
額

地
方
公
営
企
業
法
第

2
4
条

第
３
項
の
規
定
に
よ
る
支

出
額
に
係
る
財
源
充
当
額

合
計

当
初

予
算

額

円

(
1
)
収
益
的
収
入
予
算
及
び
収
益
的
支
出
予
算

第
１
款

下
水
道
事
業
費
用

決
算

額

予
算

額

　
支
　
　
　
出

予
算

額

区
　
　
　
　
　
分

区
　
　
　
　
　
　
分

第
１
款

　
収
　
　
　
入



9
,
0
0
0
,
0
0
0
円

8
6
,
3
3
9
,
4
1
8
円
)

5
4
0
,
0
0
0
円
)

 
充
当
額

消
費
税

 
(
　
　
〃

円

△
 
5
8
2
,
7
0
9
,
9
7
0

△
 
4
3
4
,
5
0
0
,
0
0
0 0

△
 
1
4
7
,
9
8
5
,
1
0
0

△
 
2
2
4
,
8
7
0 円

3
4
4
,
3
6
4
,
2
9
9

3
3
8
,
4
3
8
,
0
6
5

2
,
1
3
2
,
0
0
0

3
,
7
9
4
,
2
3
4

合
計

円

3
4
4
,
3
6
8
,
0
0
0

3
4
4
,
3
6
8
,
0
0
0 0 0

継
続

費
逓

次
繰

越
額 円

0 0 0 0

地
方

公
営

企
業

法
第

2
6

条
の

規
定

に
よ

る
繰

越
額 円

3
4
4
,
3
6
8
,
0
0
0

3
4
4
,
3
6
8
,
0
0
0 0 0

円

3
,
9
2
2
,
6
2
8
,
7
0
1

9
7
7
,
5
9
5
,
9
3
5

5
,
9
4
0
,
0
0
0

2
,
9
3
9
,
0
9
2
,
7
6
6

継
続

費
逓

次
繰

越
額

に
係

る
財

源
充

当
額 円

0 0 0 0 0

合
計

円

4
,
6
1
1
,
3
6
1
,
0
0
0

1
,
6
6
0
,
4
0
2
,
0
0
0

8
,
0
7
2
,
0
0
0

2
,
9
4
2
,
8
8
7
,
0
0
0

継
続

費
逓

次
繰

越
額 円

0 0 0 0

地
方

公
営

企
業

法
第

2
6

条
の

規
定

に
よ

る
繰

越
額 円

5
0
4
,
6
1
8
,
0
0
0

5
0
4
,
6
1
8
,
0
0
0 0 0

円

1
,
6
8
4
,
0
0
0
,
0
0
0

1
,
4
2
6
,
2
0
0
,
0
0
0

7
0
,
5
2
8
,
0
0
0

1
8
5
,
5
0
0
,
0
0
0

1
,
7
7
2
,
0
0
0

小
計

円

4
,
1
0
6
,
7
4
3
,
0
0
0

1
,
1
5
5
,
7
8
4
,
0
0
0

8
,
0
7
2
,
0
0
0

2
,
9
4
2
,
8
8
7
,
0
0
0

流
用

増
減

額 円

0 0 0 0

予 備 費 支 出 額 円

0 0 0 0

補
正

予
算

額 円

7
4
3
,
0
0
0

7
4
3
,
0
0
0 0 0

当
初

予
算

額 円

1
,
6
8
4
,
0
0
0
,
0
0
0

1
,
4
2
6
,
2
0
0
,
0
0
0

7
0
,
5
2
8
,
0
0
0

1
8
5
,
5
0
0
,
0
0
0

1
,
7
7
2
,
0
0
0

当
初

予
算

額 円

4
,
1
0
6
,
0
0
0
,
0
0
0

1
,
1
5
5
,
0
4
1
,
0
0
0

8
,
0
7
2
,
0
0
0

2
,
9
4
2
,
8
8
7
,
0
0
0

企
業

債

他
会

計
補

助
金

国
庫

補
助

金

及
び

交
付

金

負
担

金
等

建
設

改
良

費

固
定

資
産

取
得

費

企
業

債
償

還
金

第
１
項

第
２
項

第
３
項

第
４
項

第
１
項

第
２
項

第
３
項

(
2
)
資
本
的
収
入
予
算
及
び
資
本
的
支
出
予
算

予
算

額

円

4
5
0
,
1
4
4
,
0
0
0

3
9
7
,
3
0
0
,
0
0
0

円

0 0

補
正

予
算

額
小

計
地

方
公

営
企

業
法

第
2
6

条
の

規
定

に
よ

る
繰

越
額

に
係

る
財

源
充

当
額

　
収
　
　
　
入

区
　
　
　
　
　
分

資
本

的
収

入
第
１
款

決
算

額

0
0

7
0
,
5
2
8
,
0
0
0

備
考

合
計

円

1
,
5
5
1
,
4
3
4
,
0
3
0

1
,
8
2
3
,
5
0
0
,
0
0
0

円

2
,
1
3
4
,
1
4
4
,
0
0
0

予
算

額
に

比
べ

決
算

額
の

増
減

1
,
3
8
9
,
0
0
0
,
0
0
0

資
本
的
収
入
額
(
翌
年
度
へ
繰
り
越
さ
れ
る
支
出
の
財
源
に
充
当
す
る
額
9
,
0
0
0
,
0
0
0
円
を
除
く
｡
)
が
資
本
的
支
出
額
に
不
足
す
る
額
2
,
3
8
0
,
1
9
4
,
6
7
1
円
は
、
当
年
度
分
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
資
本
的
収
支
調
整
額
7
6
,
5
1
8
,
0
6
3
円
、
繰
越
工
事
資
金
1
5
,
8
2
5
,
0
0
0
円
、
減
債
積

立
金
3
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0
円
、
過
年
度
分
損
益
勘
定
留
保
資
金
9
9
3
,
7
5
3
,
3
0
2
円
及
び
当
年
度
分
損
益
勘
定
留
保
資
金
9
9
4
,
0
9
8
,
3
0
6
円
で
補
塡
し
た
。

7
0
,
5
2
8
,
0
0
0

9
0
,
3
5
8
,
9
0
0

2
3
8
,
3
4
4
,
0
0
0

翌
　
年
　
度
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額

予
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額

決
算

額
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分

0
5
2
,
8
4
4
,
0
0
0

翌
年

度
繰

越
額

に
係

る
財

源

(
う
ち
、
仮
払
消
費
税
及
び
地
方

　
支
　
　
　
出

資
本

的
支

出
第
１
款

1
,
7
7
2
,
0
0
0

0
0

不
用

額
備

考

1
,
5
4
7
,
1
3
0
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奈良市告示第 487号 

 

 令和８年奈良市告示第 448号（インフルエンザ等の予防接種の実施）の一部を次のように改正する。 

 

令和 ８年 １０月 １日 

奈良市長  仲 川 元 庸     

 

別紙の表中 

 

 

 

 

 

 

 

を 

 

 

 

 

に改める。 

きょうこころのクリニック 
西大寺南町 17-3 カーサ･ウェ

ルネス 2Ｆ 
53-0556 ○  

きよ女性クリニック 石木町 50-1 53-0411 ○  

きよ女性クリニック 石木町 50-1 53-0411 ○  



奈良市告示第 ４８８ 号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が完了したこ

とを次のとおり公告する。 

 なお、当該開発区域を表示した図書は、都市整備部開発指導課において一般の閲覧に供する。 

 

 令和８年１０月２日 

 

    奈良市長  仲 川 元 庸     

 

１ 許可の年月日及び番号 

令和８年５月８日    奈良市指令整開 第 ２５Ａ－４０号 

２ 検査済証の交付年月日及び番号 

開発行為  令和８年１０月２日  第 １９９５ 号 

３ 開発区域に含まれる地域 

奈良市神功五丁目４番８及び４番９ 

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

奈良市神功五丁目４番地の８ 

野島 岩雄 



奈良市告示第４８９号 

 

 奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和５９年奈良市条例第２３号）第９条の規定により自転車等放置

禁止区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第１０条第１項の規定により

告示する。 

 

 令和８年１０月７日 

 

    奈良市長  仲 川 元 庸     

１ 移動理由 

自転車等放置禁止区域に放置されていたため。 

２ 移動年月日 

 令和８年９月３０日 

３ 移動対象区域 

近鉄新大宮駅周辺及びＪＲ奈良駅周辺自転車等放置禁止区域 

４ 保管場所 

 奈良市自転車等保管施設（奈良市大安寺西二丁目２８８番地の１） 

５ 引取期間 

 移動日から６０日間。ただし、奈良市の休日を定める条例（平成元年奈良市条例第３号）第１条第１項に規定

する市の休日（毎月の第２及び第４土曜日を除く。）を除く。 

６ 引取時間 

 午前９時から午後４時３０分まで 

７ 引取りのための必要事項 

(1) 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証・運転免許証等）を持参すること。 

(2) 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収する。 

 ア 移動費 自転車     ２，０００円 

       原動機付自転車 ４，０００円 

 イ 保管費 １，０００円（ただし、移動日から１４日以内は無料） 

８ 連絡先 

 奈良市環境都市推進部 環境政策課 電話番号 ０７４２－３４－１１１１（代表） 



奈良市告示第４９０号 

 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項及び第５３条第１項の規定により、指定居

宅サービス事業者及び指定介護予防サービス事業者を指定したので、同法第７８条第１号及び第１１

５条の１０第１号の規定により公示する。 

 

令和８年１０月７日 

 

奈良市長  仲 川 元 庸     

 

１ 指定年月日 令和８年１０月１日 

事業所番号 
サービスの

種類 

事業者 事業所 

名称 住所 名称 住所 

2970191454 

（ 介 護 予

防）福祉用

具貸与 

特定（介護

予防）福祉

用具販売 

合同会社奈良北

ケアライズ 

奈良県奈良市学

園緑ヶ丘一丁目 3

番 23号 

奈良北ケアラ

イズ 

奈良県奈良市学

園緑ヶ丘一丁目

3番 23号 

 



奈良市告示第４９１号 

 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５８条第１項の規定により、指定介護予防支援事業者を指

定したので、同法第１１５条の３０第１号の規定により公示する。 

 

令和８年１０月７日 

 

奈良市長  仲 川 元 庸     

 

１ 指定年月日 令和８年１０月１日 

事業所番号 
サービスの

種類 

事業者 事業所 

名称 住所 名称 住所 

2970107658 
介護予防支

援 
株式会社真秀良 

奈良県奈良市南

紀寺町一丁目 198

番地の 14 

ケアプランセ

ンター真秀良 

奈良県奈良市南

紀 寺 町 三 丁 目

139-8 

 



1 

 

奈良市告示第４９２号 

 

 奈良市国民健康保険料督促状を郵送したが、その送達を受けるべき者の住所等が不明のため送達することがで

きないので奈良市国民健康保険条例（昭和３４年奈良市条例第１３号）第２２条において準用する地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）第２０条の２第１項の規定により、次のとおり公示送達する。 

なお、この公示送達に係る関係書類は、福祉部国保年金課で保管し、送達を受けるべき者から交付の申し出があ

ればいつでも交付する。 

 

 令和8年10月8日 

    奈良市長  仲 川 元 庸     

１ この督促状の発送年月日及び納期限 

調定年度 期 別 発送年月日 納期限 

令和６年度国民健康保険料督促状 １０期 令和７年５月２０日 令和７年６月３日 

令和７（５）年度国民健康保険料督促状 １４期 令和７年６月１９日 令和７年７月３日 

令和７（６）年度国民健康保険料督促状 １３期 令和７年５月２０日 令和７年６月３日 

令和７（６）年度国民健康保険料督促状 １４期 令和７年６月１９日 令和７年７月３日 

令和７年度国民健康保険料督促状 １期 令和７年７月１７日 令和７年７月３１日 

令和７年度国民健康保険料督促状 ２期 令和７年８月２０日 令和７年９月３日 

令和７年度国民健康保険料督促状 ３期 令和７年９月１２日 令和７年９月２６日 

令和７年度国民健康保険料督促状 ４期 令和７年１１月２０日 令和７年１２月４日 

令和７年度国民健康保険料督促状 ５期 令和７年１２月１８日 令和８年１月５日 

令和７年度国民健康保険料督促状 ６期 令和７年１２月１８日 令和８年１月５日 

令和７年度国民健康保険料督促状 ７期 令和８年１月２２日 令和８年２月５日 

令和７年度国民健康保険料督促状 ８期 令和８年２月１９日 令和８年３月５日 

令和７年度国民健康保険料督促状 ９期 令和８年３月１８日 令和８年４月１日 

令和７年度国民健康保険料督促状 １０期 令和８年４月２０日 令和８年５月７日 

令和８（７）年度国民健康保険料督促状 １５期 令和８年７月１６日 令和８年７月３０日 

令和８（７）年度国民健康保険料督促状 １６期 令和８年８月２０日 令和８年９月３日 

令和８年度国民健康保険料督促状 １期 令和８年７月１６日 令和８年７月３０日 

令和７年度国民健康保険料督促状 ２期 令和８年８月２０日 令和８年９月３日 

 



2 

 

２ この公示送達により変更した後の指定期限 

令和８年１０月２６日 

３ 送達を受けるべき者 

別紙のとおり 

別紙省略 



奈良市告示第４９３号 

 

 令和８年１０月２５日に執行する大和都市計画事業（奈良国際文化観光都市

建設事業）ＪＲ奈良駅南特定土地区画整理審議会委員選挙のうち宅地の所有者

が選挙する委員の選挙について、届出のあった候補者の数が選挙すべき委員の

数を超えないので、土地区画整理法施行令（昭和３０年政令第４７号）第２６

条の規定により、投票を行わないことを公告します。 

 

 令和８年１０月９日 

 

 

奈良市長  仲 川  元 庸 

 

 

 

 



奈良市告示第４９４号 

  

令和８年１０月２５日に執行する大和都市計画事業（奈良国際文化観光都市

建設事業）ＪＲ奈良駅南特定土地区画整理審議会委員選挙について、土地区画

整理法施行令（昭和３０年政令第４７号）第２４条第２項の規定により届出の

あった候補者は、次のとおりですので、同条第５項の規定により公告します。 

  

令和８年１０月９日 

 

 

奈良市長  仲 川  元 庸 

 

 

宅地の所有者が選挙する委員の候補者 

 

氏名又は名称 住 所 又 は 所 在 地 

田村 裕 奈良市大森町１４２番地 

泉谷 勝幸 奈良市大安寺七丁目２１番１８号 

泉谷 隆 奈良市大安寺七丁目２２番１号 

大西 清 奈良市大安寺七丁目２０番１０号 

中村 利雄 奈良市大森西町１９番１４号 

久保田 治男 奈良市大森西町２０番１１号 

辰巳 佳弘 奈良市大安寺七丁目１９番１２号 

 



奈良市告示第 496号 

 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 231条の 2の 3第 1項の規定により次のとおり

指定納付受託者として指定したので、奈良市会計規則（昭和 40年奈良市規則第 1号）第

22条の 2第 2項の規定により告示する。 

 

令和 8年 10月 14日 

奈良市長 仲川 元庸 

 

1. 指定納付受託者 

(1) 名称 

株式会社トラストバンク 代表取締役 大井 潤 

(2) 住所又は事務所の所在地 

東京都港区北青山二丁目１４番４号 

 

2. 指定納付受託者に納付させる歳入の種類 

戸籍謄抄本等交付手数料 

除籍謄抄本等交付手数料 

届出又は申請の受理等の証明書交付手数料 

住民票の写し又は住民票記載事項証明書交付手数料 

除票の写し又は除票記載事項証明書交付手数料 

戸籍の附票の写し交付手数料 

戸籍の附票の除票の写し交付手数料 

印鑑登録証明書交付手数料 

身分証明書等その他証明書交付手数料 

課税・非課税証明書交付手数料 

住宅用家屋証明交付手数料 

名寄帳交付手数料 

おむつ代医療費控除に係る確認証明書手数料 

墓地使用許可書の書換え手数料又は再交付手数料 

予防接種実費徴収金 

その他雑入（郵送料） 

犬の登録手数料 

犬の鑑札の再交付手数料 

狂犬病予防注射済票交付手数料 

狂犬病予防注射済票再交付手数料 

飲食店営業等許可申請手数料 



製造所設置許可申請手数料 

屋内貯蔵所設置許可申請手数料 

屋外タンク貯蔵所設置許可申請手数料 

屋内タンク貯蔵所設置許可申請手数料 

地下タンク貯蔵所設置許可申請手数料 

簡易タンク貯蔵所設置許可申請手数料 

移動タンク貯蔵所設置許可申請手数料 

屋外貯蔵所設置許可申請手数料 

給油取扱所設置許可申請手数料 

販売取扱所設置許可申請手数料 

一般取扱所設置許可申請手数料 

製造所変更許可申請手数料 

屋内貯蔵所変更許可申請手数料 

屋外タンク貯蔵所変更許可申請手数料 

屋内タンク貯蔵所変更許可申請手数料 

地下タンク貯蔵所変更許可申請手数料 

簡易タンク貯蔵所変更許可申請手数料 

移動タンク貯蔵所変更許可申請手数料 

屋外貯蔵所変更許可申請手数料 

給油取扱所変更完成検査許可申請手数料 

販売取扱所変更完成検査許可申請手数料 

一般取扱所変更完成検査許可申請手数料 

製造所設置完成検査手数料 

屋内貯蔵所設置完成検査手数料 

屋外タンク貯蔵所設置完成検査手数料 

屋内タンク貯蔵所設置完成検査手数料 

地下タンク貯蔵所設置完成検査手数料 

簡易タンク貯蔵所設置完成検査手数料 

移動タンク貯蔵所設置完成検査手数料 

屋外貯蔵所設置完成検査手数料 

給油取扱所設置完成検査手数料 

販売取扱所設置完成検査手数料 

一般取扱所設置完成検査手数料 

製造所変更完成検査手数料 

屋内貯蔵所変更完成検査手数料 

屋外タンク貯蔵所変更完成検査手数料 

屋内タンク貯蔵所変更完成検査手数料 



地下タンク貯蔵所変更完成検査手数料 

簡易タンク貯蔵所変更完成検査手数料 

移動タンク貯蔵所変更完成検査手数料 

屋外貯蔵所変更完成検査手数料 

危険物の仮貯蔵仮取扱承認申請手数料 

製造所等の仮使用承認申請手数料 

タンク水張検査手数料 

タンク水圧検査手数料 

防火管理講習課程修了証明書再発行手数料 

その他証明手数料 

納税証明書交付手数料 

固定資産評価・税額等証明書交付手数料 

扶養証明書交付手数料 

事業証明書交付手数料 

証明書交付手数料（医事薬事） 

薬局開設許可証再交付手数料 

薬局製造販売医薬品製造販売業許可証再交付手数料 

薬局製造販売医薬品製造業許可証再交付手数料 

医薬品店舗販売業許可証再交付手数料 

高度管理医療機器等販売業貸与業許可証再交付手数料 

毒物劇物販売業登録票再交付手数料 

診療所開設許可申請手数料 

診療所構造設備使用許可申請手数料 

衛生検査所登録証明書再交付手数料 

飲食店営業等許可証書換え交付手数料 

飲食店営業等許可証再交付手数料 

製造所変更許可及び仮使用承認申請手数料 

屋内貯蔵所変更許可及び仮使用承認申請手数料 

屋外タンク貯蔵所変更許可及び仮使用承認申請手数料 

屋内タンク貯蔵所変更許可及び仮使用承認申請手数料 

地下タンク貯蔵所変更許可及び仮使用承認申請手数料 

簡易タンク貯蔵所変更許可及び仮使用承認申請手数料 

移動タンク貯蔵所変更許可及び仮使用承認申請手数料 

屋外貯蔵所変更許可及び仮使用承認申請手数料 

給油取扱所変更許可及び仮使用承認申請手数料 

販売取扱所変更許可及び仮使用承認申請手数料 

一般取扱所変更許可及び仮使用承認申請手数料 



建築確認台帳記載証明手数料 

ななまるカード再発行実費徴収金 

行政財産使用料 

地境明示手数料 

境界確定原本証明手数料 

市道証明交付手数料 

市道幅員証明交付手数料 

食鳥処理事業許可申請手数料 

食鳥処理事業許可証書換え交付手数料 

食鳥処理事業許可証再交付手数料 

食鳥処理場の構造又は設備変更許可申請手数料 

確認規程認定申請手数料 

確認規程認定証書換え交付手数料 

確認規程認定証再交付手数料 

確認規程変更認定申請手数料 

乳児等通園支援事業利用料 

一時保護所職員給食代金 

都市計画証明願 

地形図・都市計画図等の販売 

都市計画境界明示手数料 

輸出証明書の発行手数料 

適合施設の認定手数料（現地調査を要する場合） 

適合施設の認定手数料（現地調査を要しない場合） 

自動車リサイクル取扱業登録・許可申請手数料 

光熱水費等収入 

土地建物貸付収入 

祖霊堂使用料 

家庭生活支援員派遣自己負担金 

過料（奈良市路上喫煙防止に関する条例） 

 

3. 指定日 

 令和 8年 10月 14日 

 

4. 指定期間 

 令和 8年 10月 14日～令和 10年 3月 31日 



奈良市告示第４９７号 

 

 奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和５９年奈良市条例第２３号）第９条の規定により自転車等放置

禁止区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第１０条第１項の規定により

告示する。 

 

 令和８年１０月１４日 

 

    奈良市長  仲 川 元 庸     

１ 移動理由 

自転車等放置禁止区域に放置されていたため。 

２ 移動年月日 

 令和８年１０月７日 

３ 移動対象区域 

近鉄西ノ京駅周辺及び近鉄新大宮駅周辺自転車等放置禁止区域 

４ 保管場所 

 奈良市自転車等保管施設（奈良市大安寺西二丁目２８８番地の１） 

５ 引取期間 

 移動日から６０日間。ただし、奈良市の休日を定める条例（平成元年奈良市条例第３号）第１条第１項に規定

する市の休日（毎月の第２及び第４土曜日を除く。）を除く。 

６ 引取時間 

 午前９時から午後４時３０分まで 

７ 引取りのための必要事項 

(1) 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証・運転免許証等）を持参すること。 

(2) 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収する。 

 ア 移動費 自転車     ２，０００円 

       原動機付自転車 ４，０００円 

 イ 保管費 １，０００円（ただし、移動日から１４日以内は無料） 

８ 連絡先 

 奈良市環境都市推進部 環境政策課 電話番号 ０７４２－３４－１１１１（代表） 



奈良市告示第４９８号 

 

 奈良市住居表示に関する条例（昭和４２年奈良市条例第２１号）第３条の規定により、次のとおり、住居番号

を設定したので、同条第４項の規定により告示する。 

 

 令和 ８年１０月１４日 

 

    奈良市長  仲 川 元 庸     

 

住居番号をつけた建造物の表示 

四条大路南町１７番２号 学園北二丁目１０番４号 六条二丁目２０番１－９－室番号 

三条桧町１番６号 西登美ヶ丘一丁目２９番３号  

若葉台二丁目１３番１６号 三条桧町３２番５号  

五条西二丁目１０番１４号 南登美ヶ丘９番２－３号  

北登美ヶ丘二丁目２０番２５号 あやめ池北一丁目１１番３７号  

北登美ヶ丘二丁目２０番２６号 秋篠三和町二丁目４番１２号  

北登美ヶ丘二丁目２０番２７号 秋篠三和町二丁目４番１４号  

北登美ヶ丘二丁目２０番２９号 四条大路一丁目３番５１号  

北登美ヶ丘二丁目２０番３０号 二条町二丁目８番１０号  

北登美ヶ丘二丁目２０番８号 七条西町一丁目２４番１９号  

北登美ヶ丘二丁目２０番９号 南登美ヶ丘２８番１３号  

北登美ヶ丘二丁目２０番１０号 四条大路三丁目２番５５－１号  

北登美ヶ丘二丁目２０番１２号 東登美ヶ丘二丁目１７番２－２号  

北登美ヶ丘二丁目２０番１３号 西登美ヶ丘八丁目８番２１号  

北登美ヶ丘二丁目２０番１４号 六条一丁目２１番５０－１号  

あやめ池南一丁目６番４３－３号 大安寺三丁目２番９号  

あやめ池南一丁目６番４３－４号 大森西町６番２－２号  

北登美ヶ丘五丁目４番５号 あやめ南一丁目６番５１号  

六条緑町一丁目９番１５号 六条二丁目２０番１－８－室番号  

 



奈良市告示第４９９号 

 

 奈良市住居表示に関する条例（昭和４２年奈良市条例第２１号）第３条第３項の規定によ

り、次のとおり住居番号を変更したので、同条第４項の規定により告示する。 

 

 令和 ８年１０月１４日 

 

    奈良市長  仲 川 元 庸     

 

１ 変更する住居番号 

 住居番号を変更した建造物の表示 

変更前 芝 町二丁目３番１号  

変更後 芝 町二丁目３番１－７号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

奈良市告示第 500号 

 

農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１９条第１項に規定する地域計画を次

のとおり定めたので、同条第８項の規定に基づき下記のとおり公告する。 

 

 令和８年 10月 14日 

 

    奈良市長  仲 川 元 庸    

 

１ 地域計画の区域 

大柳生地区 

２ 地域計画の内容 

別紙のとおり 

別紙省略 



「 

「 

」 

」 

奈良市告示第 501号 

 

 令和 8年奈良市告示第 181号（予防接種の実施）の一部を次のように改正する。 

 

令和 8年 10月 15日 

奈良市長  仲 川 元 庸     

 

 

別紙 2の表中 

 

植山医院 朱雀五丁目 11-12 70-6555 ○ ○ 

 

を 

 

植山医院 朱雀五丁目 11-12 70-6555 ○ ○ 

うぐいす脳神経クリニック 奈良市柏木町 190-5 30-2156 ○ ○ 

 

 

に改める。 

 



「 

「 

」 

」 

奈良市告示第 502号 

 

 令和 8年奈良市告示第 448号（インフルエンザ等の予防接種の実施）の一部を次のように改正する。 

 

令和 8年 10月 15日 

奈良市長  仲 川 元 庸     

 

別紙の表中 

 

 

 

 

を 

 

 

 

 

 

 

 

に改める。 

右京みみはなのどクリニック 右京三丁目 23-6 94-8778 ○  

右京みみはなのどクリニック 右京三丁目 23-6 94-8778 ○  

うぐいす脳神経クリニック 奈良市柏木町 190-5 30-2156 ○ ○ 



奈良市告示第５０３号 

 

 令和７年度市・県民税・森林環境税（普通徴収）第３期分、第４期分、随１期分、令和７年度法人市民税確定

申告分、令和８年度固定資産税・都市計画税第１期分、第２期分、令和８年度市・県民税・森林環境税（普通徴

収）第１期分、第２期分、随１期分の督促状を郵送したが、その送達を受けるべき者の住所等が不明のため送達

することができないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及び奈良市税条例（昭和４６年

奈良市条例第１２号）第６条の規定により、次のとおり公示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、総務部納税課で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があれば

いつでも交付する。 

 

 令和８年１０月１５日 

 

    奈良市長  仲 川 元 庸     

 

１ この督促状の対象期別納期限 

調定年度及び税目 期 別 発送年月日 納期限  

令和７年度市・県民税・森林環境税

（普通徴収） 

第３期分 令和７年１１月２０日 令和７年１０月３１日  

令和７年度市・県民税・森林環境税

（普通徴収） 

第４期分 令和８年 ２月１９日 令和８年 ２月 ２日  

令和７年度市・県民税・森林環境税

（普通徴収） 

随１期分 令和８年 ３月１９日 令和８年 ３月 ２日  

令和７年度法人市民税 確定申告分 令和８年 ４月 ８日 令和８年 ３月 ２日 

令和８年度固定資産税・都市計画税 第１期分 令和８年 ５月２０日 令和８年 ４月３０日 

令和８年度固定資産税・都市計画税 第１期分 令和８年 ６月１９日 令和８年 ６月 １日 

令和８年度固定資産税・都市計画税 第１期分 令和８年 ７月１７日 令和８年 ６月３０日 

令和８年度固定資産税・都市計画税 第２期分 令和８年 ８月２０日 令和８年 ７月３１日 

令和８年度市・県民税・森林環境税

（普通徴収） 

第１期分 令和８年 ７月１７日 令和８年 ６月３０日 

令和８年度市・県民税・森林環境税

（普通徴収） 

第２期分 令和８年 ９月１８日 令和８年 ８月３１日 

 



令和８年度市・県民税・森林環境税

（普通徴収） 

随１期分 令和８年 ７月１７日 令和８年 ６月３０日  

 

 

２ この公示送達により変更した後の差押可能日 

令和８年１０月２６日 

 

３ 送達を受けるべき者 

別紙のとおり 

別紙省略 



奈良市告示第 ５０４ 号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が完了したこ

とを次のとおり公告する。 

 なお、当該開発区域を表示した図書は、都市整備部開発指導課において一般の閲覧に供する。 

 

 令和８年１０月１５日 

 

    奈良市長  仲 川 元 庸     

 

１ 許可の年月日及び番号 

令和８年６月２２日    奈良市指令整開 第 ２６Ａ－８ 号 

２ 検査済証の交付年月日及び番号 

開発行為  令和８年１０月１５日  第 １９９６ 号 

公共施設  令和８年１０月１５日  第 １０１５ 号 

３ 開発区域に含まれる地域 

奈良市法華寺町３４６番１及び３４６番２ 

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

奈良市法華寺町８７１番地 

塚本 耕司 

５ 公共施設の種類、位置及び区域 

(1) 調整池 

奈良市法華寺町３４６番１の一部及び３４６番２の一部 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監 査 

 

 



奈良市監査委員告示第 13号 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 199条第 14項の規定により、監査の結果に基づき措置を講じ

た旨の通知があったので、次のとおり公表します。 

令和 8年 10月 9日 

                              奈良市監査委員 東 口 喜代一 

同       寺 川   拓 

同       植 村 佳 史 

同        口 清二郎 
 

斎苑管理課 

監査結果公表日  令和 8年 6月 30日（奈良市監査委員告示第 10号） 

措置結果通知日  令和 8年 10月 6日 

[監査の結果] [措置の内容] 

 墓地使用料において、減免に関する決定が部

長専決ではなく課長専決で行われている事例

が見受けられた。 

 墓地使用料の減免については、奈良市墓地条

例（昭和 43年奈良市条例第 45号）第 8条及び

同条例施行規則（昭和 43年奈良市規則第 64号）

第 8条の規定に基づいて行われ、その決定につ

いては、奈良市事務専決規程（平成 14 年奈良

市訓令甲第 1号）第 4条に部長専決で行うこと

が規定されている。 

 同規程の定めに従って部長専決で決定され

たい。 

 ただし、今回の事例は生活保護の受給を理由

として決定されたものであり、疑義又は自由裁

量の余地のない事例であったことから、部長専

決で決定する意義に乏しいものと考える。今

後、同様の事例について課長専決で決定できる

よう事務専決規程の見直しも検討されたい。 

 令和 8 年度における墓地使用料の減免につ

いては、令和 8 年 8 月 5 日付けで奈良市事務

専決規程第 4条の規定に基づき、部長専決で決

定しました。 

 なお、減免については申請件数が 1件と少な

いことから、事務専決規程の見直しは行わない

こととしました。  

 墓地使用料において、減免申請書の提出がな

いにもかかわらず減免されている事例が見受

けられた。 

 これは、この事例の対象者が過去において生

活保護の受給者であることを理由に減免され

ていた経緯があったことから、減免申請書の提

 令和 8 年度における墓地使用料の減免につ

いては、令和 8 年 7 月 3 日付けで奈良市墓地

条例第 7 条別表に定める使用料の決定通知書

を送付し、それに対して本人から同年 8月 4日

に減免申請が提出されたため、審査の上、同月

5日に減免決定の決裁を受けました。 



出がないまま減免処理したことが原因であっ

た。 

 しかしながら、生活保護受給の有無について

は随時変更が生じる可能性があり、毎年必ず減

免の対象になるとは限らない。このため、本来

は奈良市墓地条例第 7条別表に定める使用料の

決定通知書を送付し、それに対して本人から減

免申請があった後に、審査の上で減免決定を行

うべきであった。なお、今回の対象者が現在も

継続して生活保護の受給者であることが確認

できた。 

所管課においては、減免手続の流れを整理し

た上で適正に事務手続を行われたい。 

今後も、適正に事務手続を行ってまいりま

す。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公営企業 

 

 



奈良市企業局告示第４８号 

 

 公共下水道の供用及び下水の処理を開始するので、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第９条の規定に基づ

き次のとおり告示する。 

 なお、その関係図書は、令和８年１０月１日から２週間、奈良市企業局事業部下水道事業課において一般の縦

覧に供する。 

 

 令和８年１０月１日 

 

奈良市公営企業管理者  増 田   聡     

 

 

 公共下水道の供用及び下水の処理を開始する年月日 

令和８年１０月１５日 

下水を排除及び下水を処理すべき区域 排水施設

の位置 

排水施設の合流式

又は分流式の別 

終末処理場の位置及び名称 

神殿町１７８－４の一部 ①  分流 

大和郡山市額田部南町１６０ 

奈良県浄化センター 

富雄北三丁目２５５６－２４ ②  分流 

東九条町６２２－１ ③  分流 

富雄川西一丁目４－５ ④  分流 

法華寺町１２６０－１の一部 他 ⑤  分流 

古市町１６８４－６ 他 ⑥  分流 

位置図省略 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育委員会 

 

 



奈良市教育委員会告示第１７号 

 令和８年１０月定例教育委員会を次のとおり開催しますので、奈良市教育委員会会議規則（昭 

和５７年奈良市教育委員会規則第１２号）第３条第２項の規定により告示します。 

 

令和８年１０月１５日 

                            奈良市教育委員会 

                             教育長 垣 見 弘 明 

１ 日 時 

令和８年１０月２０日（火） 午前１０時から 

 

２ 場 所 

  奈良市役所 中央棟地下１階 Ｂ１会議室 

 

３ 会議に付すべき事案 

    

議案 

      議案第 25 号      奈良市文化財保護審議会委員の委嘱について 

   議案第 26 号      奈良市文化財保護審議会臨時委員の委嘱について 

議案第 27 号      奈良市立高等学校等における授業料等に関する条例施行規則の一部

改正について 

議案第 28 号      奈良市立看護専門学校学則の一部改正について 

 

      その他報告事項 

      その他報告事項(１)  奈良市立学校におけるいじめ重大事態の調査開始について 

 

 

 傍聴受付は、開催日の午前９時００分から午前９時５０分まで、教育政策課にて行います。定員

は５名で、定員になり次第締切させていただきます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業委員会 
 

 



奈良市農業委員会告示第１２号 

  

奈良市農業委員会令和 8年１０月農業委員会総会の会議を次のとおり招集しますので、奈

良市農業委員会総会会議規則（昭和３２年奈良市農業委員会告示第３号）第２条第１項の規

定により告示します。 

  

令和 8年１０月７日 

奈良市農業委員会長 巽 一孝 

 

１ 日時 

 令和 8年１０月 1４日（水） 午後１時３０分 

 

２ 場所 

 奈良市二条大路南一丁目１番１号 奈良市役所 北棟６階 ６０２会議室 

 

３ 審議案件  

  ・法令等に基づく事務関係 

  （１）農地法（昭和２７年法律第２２９号）第３条、第４条及び第５条に関する 

許可申請及び届出について 

  （２）農地法第１８条第６項の規定による通知の受理について 

  （３）農地法第６条の２第１項の規定による農地所有適格法人以外の者の要件確認 

について 

  （４）相続税の納税猶予に係る特例農地等の利用状況確認について 

  （５）生産緑地に係る農業の主たる従事者等に関する証明について 

  （６）生産緑地法（昭和４９年法律第６８号）第１３条の規定による生産緑地の取得の 

あっせん結果について 

  （７）知事許可について 


